










































































きる。一連の水俣病認定訴訟の中で，最高裁が平成 25 年 4 月 16 日に出した判決は申請者の保
護に厚い画期的なものと言えるであろう。以下にその要旨を記する。



























































悪性腫瘍・良性腫瘍 45（0）件 45 件 28 件 16 件 1 件 0 件
造血機能障害 3（0）件 3 件 2 件 1 件 0 件 0 件
甲状腺機能障害 2（0）件 2 件 0 件 1 件 1 件 0 件
視機能障害 5（0）件 5 件 1 件 4 件 0 件 0 件
肝機能障害 1（0）件 1 件 0 件 1 件 0 件 0 件
心疾患 7（0）件 7 件 2 件 5 件 0 件 0 件
その他 5（0）件 5 件 0 件 5 件 0 件 0 件
合計 68（0）件 68 件 33 件 33 件 2 件 0 件
・（　）書きは前回諮問分である。
　原爆症の認定審査について，68（0）件の諮問があり，68 件の答申があった。内訳は認定 33 件，保留 2 件，


















めた訴訟で，福岡高裁がうち 3 人を原爆症と認めた 11 日の判決について，国側と被爆者側双方が 25 日，
上告しないことを明らかにした。2 審の福岡高裁判決が確定する。
国側は「（認められた 3 人は）裁判所が疾病の発症の経緯を個別に認定しており，それに従う」と説明。























2001 年 5 月 11 日午前 10 時　熊本地方裁判所









































































フィブリノゲン製剤訴訟東京地裁判決（平成 19 年 3 月 23 日）概要（一部抜粋）
12）
昭和 62 年 4 月の乾燥加熱製剤への切替えの際，…企業を指導して，乾燥加熱製剤の使用に関して必要
かつ十分な指示・警告をさせる状況があったにもかかわらず，これを看過したものであり，厚生大臣の権
限の行使は薬事法上許容される限度を逸脱し，著しく合理性を欠くものである。
昭和 63 年 6 月，乾燥加熱製剤について緊急安全性情報が配布されたことから，配布が完了した同月 23
日以降は，国の責任は認められない。


































































































フィブリノーゲン -BBank 昭和 39 年 6 月 9 日 
フィブリノーゲン - ミドリ 昭和 39 年 10 月 24 日 
フィブリノゲン - ミドリ 昭和 51 年 4 月 30 日 






PPSB- ニチヤク 昭和 47 年 4 月 22 日 
コーナイン 昭和 47 年 4 月 22 日（輸入） 
クリスマシン 昭和 51 年 12 月 27 日 

































































1） 熊本県の HP より。https://www.pref.kumamoto.jp/kiji_15250.html
2） 日本経済新聞 2016 年 5 月 2 日
3） 最高裁判決平成 25 年 4 月 16 日
 最高裁の HP より。http://www.courts.go.jp/app/hanrei_jp/detail2?id=83193
4） 「いわゆる原爆症とは」（厚生労働省の HP より）。
 http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-10900000-Kenkoukyoku/13_nintei_2.pdf
78 経済理論　385号　2016年9月
5） 2016 年 4 月 25 日　疾病・障害認定審査会原子爆弾被爆者医療分科会の開催結果について（厚生労働
省の HP より）：http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000115608.html
6） 原爆症認定訴訟の概要（厚生労働省の HP より）
 http://www.moj.go.jp/shoumu/shoumukouhou/kanbou_shomu_soshojyoho_soshojyoho3.html
7） 毎日新聞の HP より。http://mainichi.jp/articles/20160426/ddp/012/040/017000c
8） 毎日新聞の HP より。http://mainichi.jp/articles/20160226/ddm/041/040/056000c
9） http://homepage2.nifty.com/misoshiru/hansen-byo.htm（最終閲覧日　2016 年 4 月 29 日）
10） 日本経済新聞 2016 年 4 月 26 日
11） 日本経済新聞 2016 年 5 月 3 日
12） 東京地方裁判所平成 19 年 3 月 23 日。
13） 厚生労働省の HP より。http://www.mhlw.go.jp/houdou/2007/03/h0330-9.html
 （最終閲覧日　2016 年 5 月 8 日）
14） 特定フィブリノゲン製剤及び特定血液凝固第 IX 因子製剤による C 型肝炎感染被害者を救済するため
の給付金の支給に関する特別措置法　（平成二十年一月十六日法律第二号）最終改正年月日 : 平成
二四年九月一四日法律第九一号
15） 厚生労働省の HP より。http://www.mhlw.go.jp/shingi/2008/03/dl/s0312-13f.pdf
 （最終閲覧日　2016 年 5 月 8 日）
16） ただし，総合調整機関説も政治的美称説に包摂されると解されている。
17） 衆議院厚生労働委員会第 13 号　平成 20 年 1 月 8 日（火曜日）
 （衆議院の HP より）最終閲覧日　2016/05/10
 http://www.shugiin.go.jp/internet/itdb_kaigiroku.nsf/html/kaigiroku/009716820080108013.htm
18） C 型肝炎救済法施行後の救済手続　（法務省の HP より）
 http://www.moj.go.jp/shoumu/shoumukouhou/shoumu01_00031.html。
19） 給付金の支給事業等（独立行政法人　医薬品医療機器総合機構の HP より）
 http://www.pmda.go.jp/relief-services/hepatitis-c/0001.html。
 （最終閲覧日 2016 年 5 月 10 日）
20） 平成 20 年 1 月 15 日基本合意書（厚生労働省の HP より）
 http://www.mhlw.go.jp/topics/2008/01/dl/tp0118-1j.pdf
Providing Relief to the Vulnerable and Victims through Lawsuits
Tomoki SAWADA
Abstract
This paper aims to consider a relief system for the vulnerable and victims that makes use 
of lawsuits against administrative bodies. Such a legally based system is needed to help 
these people. However, even if this kind of system is not in place, it is possible to provide 
relief through state-funded lawsuits. The paper introduces several case studies of methods 
for providing relief through lawsuits, whether the above legally based system is in place or 
not.
